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第3  発生抑制対策等について 

1 重点区域 

利根川流域は本県のほぼ全域に及び、渡良瀬川や片品川、烏川、吾妻川などの一級河川と

それらに注ぐ多くの支流を通じて、県内全域から河川ごみ及びマイクロプラスチックが流入

することから、重点区域は県内全域とします。 

 

2 発生抑制対策 

(1) プラスチックごみの削減 

本県は、海岸漂着物の発生抑制対策として、その多くを占めると考えられるプラスチック

ごみの発生抑制対策を図ります。また、プラスチック製品の使用量削減、適正管理による流

出抑制及び流出したプラスチックごみの回収等を実施するとともに、発生抑制対策の施策の

効果を確認するため、河川水中のマイクロプラスチック調査や河川敷散乱ごみ調査を継続し

て実施します。 

 

＜具体的事業＞ 

ア ワンウェイプラスチックの削減促進 

これまで、県では、「群馬県環境にやさしい買い物スタイル普及促進協議会」と連携

し、レジ袋削減に取り組んできました。 

県内のスーパーにおける、令和元年７月のレジ袋辞退率は、50.3%でしたが、レジ袋

が有料化された令和２年７月のレジ袋辞退率は、83.5%となり、有料化をきっかけに大

きく伸びました。今後ともレジ袋辞退率が向上するよう、県民向けにマイバッグの推奨

を図ります。 

このほか、ワンウェイプラスチック削減を促進するため、マイバッグやマイボトルの

推奨、プラスチックストローやレジ袋等の削減に取り組む事業者や衣料品の廃棄削減に

取り組む事業者等を支援します。 

また、県民からワンウェイプラスチック削減のアイデアを募集し、好事例をプラスチ

ックスマートハンドブックとしてとりまとめ、県ホームページやＳＮＳで情報発信する

ことで、県民一人一人の行動変革を促し、プラスチックごみの削減を加速させます。 

プラスチック資源循環促進法では、プラスチック製品の製造時にリサイクルしやすい

設計（環境配慮型設計）とするための指針の策定のほか、民間事業者に使い捨てプラス

チックの使用抑制やリサイクルを義務づけることが規定されており、今後、国の動向も

踏まえながら、ワンウェイプラスチック削減の取組を加速させます。 

 

イ グリーン購入の推進・リユース食器の活用 

群馬県グリーン購入品目別ガイドラインを改訂し、県が調達するプラスチック製品全

般を生分解性プラスチックや木製品への転換を図ります。 

また、会議等での飲料について、ペットボトルからマイボトル持参への転換を図ると

ともに、県主催のイベント等でリユース食器の活用を積極的に推進します。 
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ウ ワンウェイプラスチックから再生プラスチック・代替プラスチックへの転換促進 

農業用生産資材や建設資材などで使用されているプラスチックについて、再生プラス

チックや代替プラスチックへの転換を促すため、企業・農業者等に対して技術支援や経

営支援を行います。 

農業用生産資材（マルチフィルム）については、生分解性マルチフィルムの利用を促

進します。 

また、各市町村が定めている指定ごみ袋について、バイオマスプラスチック等の導入

を促進します。 

 

エ 革新的な技術・ビジネスモデルの導入促進 

国の「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」や「プラスチックに係

る資源循環の促進等に関する法律」の趣旨も踏まえながら、今後、ＡＩによる資源を必

要な量だけ無駄なく利用する仕組みやリターナブル容器による商品提供・回収等ワンウ

ェイプラスチックに依存しないビジネスプランを社会実装できるよう支援します。 

 

オ プラスチック代替素材の開発支援 

企業と連携して、山村地域に適応した小規模・低環境負荷な製法により、県産木材か

らセルロースナノファイバーや改質リグニンを製造するための調査研究に取り組みま

す。 

 

カ プラスチックごみ一括回収の促進 

プラスチック資源循環促進法では、家庭等から排出されるプラスチック製容器包装と

容器包装以外のプラスチック使用製品廃棄物を市町村が一括回収（分別収集）すること

で、リサイクルを促進する制度が設けられています。 

県では、市町村がプラスチックごみ一括回収（分別収集）を速やかに実施できるよ

う、支援を行います。 

 

キ 尾瀬ごみ持ち帰り運動 

尾瀬をモデル地区として、ごみ持ち帰りの呼びかけを行い環境保全に関する啓発を進

めます。 

 

 

ク 河川巡視・パトロールの実施 

河川敷やその周辺でパトロール等を行うことにより、ごみの不法投棄の抑制や早期発

見につなげます。 

 

ケ 事業者団体による環境宣言のサポート・実践 

ぐんまSDGsコーチングプログラム等により県内中小企業のSDGs宣言までのサポートを

実施します。 
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(2) ５Ｒ（３Ｒ＋Refuse＋Respect）の普及啓発、県民運動等の推進、リサイクルの推進 

本県は、使い捨てプラスチック製品の使用削減、分別収集や再生利用を推進することで、

廃棄物の発生抑制や循環資源の再利用化を図り、持続可能な循環型社会の形成を目指すこと

により、プラスチックごみを始めとする海岸漂着物の発生抑制に努めます。 

 

＜具体的事業＞ 

ア 環境にやさしい買い物スタイルの普及促進 

消費者団体、事業者、県、市町村で構成される「群馬県環境にやさしい買い物スタイ

ル普及促進協議会」と連携し、動画等を積極的に活用して普及啓発することで、県民一

人一人の行動変革を促します。 

マイバッグの活用や、必要なものを必要な分だけ購入すること、リターナブル容器入

りの商品や詰替え商品の積極的な選択等、環境に負荷をかけない買い物スタイルや５Ｒ

の徹底を図ります。 

 

イ 県民への啓発活動（ぐんま３Ｒ宣言等）の推進 

県主催のイベント等においてリユース食器を積極的に活用することで、継続的に県民

への普及啓発を図ります。 

また、群馬県環境アドバイザー連絡協議会と連携しながら、ごみ減量に関する講演会

などを実施し、県民への５Ｒの定着を図ります。 

 

ウ ごみの分別の徹底を図るための普及・啓発 

ごみの分別の種類が多い市町村はごみの排出量が少ない傾向がみられるように、ごみ

の分別を徹底することはごみの減量につながるため、ごみの分別の徹底を県民に対して

普及・啓発します。県は、各市町村に対してごみの分別回収を支援し、各市町村の分別

回収の状況を県民に県ホームページで情報提供します。 

 

エ 紙・布類のリサイクル等の推進 

2019（令和元）年3月から2020（令和2）年10月まで神流町において民間事業者が直

接、住民から雑がみを回収する社会実験を実施しました。合計560kg の雑がみを回収

し、住民に対する紙類分別の意識啓発に一定の効果がありました。 

一方、民間事業者からは、古紙の市況が低迷しており、雑がみのみの回収では収益が

得られないという課題も挙げられました。 

こうした課題を踏まえ、今後、回収方法の改善を図り、引き続き市町村と協力しなが

ら、紙類リサイクルに向けた新たな回収体制の構築に取り組むこととします。 

また、生活系の可燃ごみには、再利用や資源化できる布類が多く含まれていることか

ら、市町村や民間団体による集団回収や拠点回収等による布類の回収を促進します。 

 

オ グリーン購入等、再商品化された品目の積極的な利用促進と市場の拡大の支援 

資源を有効に活用し、循環を基調とした社会を実現するため、環境への負荷が少ない

ものを購入する、いわゆる「グリーン購入」を積極的に推進し、需要面から環境物品等
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の市場拡大を促進します。 

 

(3) 廃棄物の発生抑制、資源循環の推進に向けた市町村との連携 

本県は、プラスチックごみだけでなく全ての廃棄物等に対する適正処理を推進することに

より、河川を通じ海に流出する可能性があるあらゆるごみの飛散、流出抑制に努めます。 

 

＜具体的事業＞ 

ア 廃棄物の発生抑制等に関する施策の導入に向けた市町村への支援 

廃棄物の発生抑制、資源循環の推進に関する施策の事例やノウハウを共有し、市町村

による施策の導入が促進されるよう支援します。また、廃棄物の発生を抑制して処理費

用を軽減することで、行政サービスに使える予算が増えることとなるため、経費面から

考えることも重要です。これらの施策の実施を支援する国の補助制度等を活用し、市町

村における施策の予算の確保を支援します。 

市町村が、ごみ処理手数料の有料化を検討する場合には、住民からの幅広い理解が得

られるよう、市町村に対してコスト分析手法等の技術的支援を行います。 

 

イ 市町村が実施している事業との連携 

市町村が実施している事業に関する啓発活動等のうち、全県的に実施することでより

多くの成果が期待できる事業については、市町村単独で実施していくだけでなく学識経

験者、県、市町村、市民活動団体等、事業者により構成される「ぐんま３Ｒ推進会議」

における検討等を踏まえながら各関係者が広く連携して事業を推進します。 

 

ウ 各種リサイクル法に定める全ての品目の分別回収の促進 

市町村への情報提供等を通じて容器包装リサイクル法や小型家電リサイクル法に定め

る全ての品目について、全市町村が分別回収するよう促進します。 

 

エ 市町村と連携した回収方法・回収ルートの拡充 

回収方法や回収ルートを多様化することで回収量の増加が期待できるプラスチックご

みについては、店頭回収の活用を促進する等、市町村や小売事業者等と連携して回収方

法や回収ルートの拡充を推進します。 

また、市町村に対して新たな回収拠点の整備や、回収品目の拡大を検討する際の助

言・情報提供等を行います。  
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3 環境教育 

(1) 海岸漂着物問題に取り組む人づくり 

本県は、持続可能な社会の構築と県民幸福度の向上を目指すために、2050年に向けた「ぐ

んま 5 つのゼロ宣言」を掲げています。その実現のためには、私たち一人一人の自覚と行動

が必要不可欠であり、身の回りの自然環境に興味関心を持ち、環境と調和した持続可能な社

会とはどのような社会であるかを正しく理解し、その実現に向けて、自ら学び、課題解決へ

向けて主体的に行動できる人材を育てていく必要があります。 

プラスチックごみを始めとする海岸漂着物の発生抑制対策の推進にあたっても、次に掲げ

るとおり環境学習を推進し、県民一人一人がプラスチック製品の適切な使用について考え、

内陸県でありながらプラスチックごみ問題や海岸漂着物問題等に当事者意識を抱くとともに、

それらの問題について理解を深めていくことが必要です。 

 

＜具体的事業＞ 

ア 動く環境教室の推進 

学校等における体験的な環境学習を支援するため、実験機材を搭載した「エコムーブ

号」を活用し、県に登録し研修を受けた環境学習サポーターが、学校等の要望により環

境教室を開催します。 

 

イ 環境学習サポーターの育成 

環境学習サポーターは主に｢動く環境教室｣において講師を務めます。「動く環境教

室」の幅広い学習分野を習得するための座学や、学習の流れを踏まえた実験の仕方等、

体験的な学習を行動へ結びつけるための研修を行っています。 

また、ぐんま環境学校（エコカレッジ）のカリキュラムに動く環境教室の体験を組み

込み、環境学習サポーターの育成を行っています。 

 

ウ ぐんま環境学校（エコカレッジ） 

広く県民を対象とした講座を開講し、講義やワークショップ、フィールドワーク等を

通じて、地域における環境学習や環境活動を自ら主体的に実践できる人材を養成しま

す。 

 

エ 群馬県環境アドバイザー登録及び支援 

地域における環境保全活動の牽引役として活動する「群馬県環境アドバイザー」を登

録し、活動を支援します。 

 

オ こどもエコクラブへの支援 

公益財団法人日本環境協会が運営する「こどもエコクラブ全国事務局」と連携し、県

内登録クラブの活動に対し支援をしています。主な事業として県内のこどもエコクラブ

交流会や学習会等を実施します。  
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4 普及啓発 

(1) 海岸漂着物問題への当事者意識の醸成 

本県は、事業者、NPO、ボランティア団体等を含む多くの県民にプラスチックごみを始めと

する海岸漂着物問題に関する普及啓発を行い、海岸漂着物問題を当事者としてとらえる意識

醸成を図ります。また、各主体がパートナーシップを構築し、多くの県民がごみの排出抑制

等の環境保全活動に参画できるよう、場の提供や支援を行います。 

 

＜具体的事業＞ 

ア マイクロプラスチック等の実態把握調査 

河川水中のマイクロプラスチック調査や河川敷の散乱ごみ調査を実施し、本県から海

洋に流出するプラスチックの実態把握を行います。得られた調査結果を一般に広く公表

することにより海岸漂着物問題に関する普及啓発を行います。 

また、計画の見直しに合わせ、実態把握調査結果の蓄積を踏まえて、環境中のごみの

実態に関する目標を設定することを目指します。 

 

イ 環境にやさしい買い物スタイルの普及促進（再掲） 

消費者団体、事業者、県、市町村で構成される「群馬県環境にやさしい買い物スタイ

ル普及促進協議会」と連携し、動画等を積極的に活用して普及啓発することで、県民一

人一人の行動変革を促します。 

マイバッグの活用や、必要なものを必要な分だけ購入すること、リターナブル容器入

りの商品や詰替え商品の積極的な選択等、環境に負荷をかけない買い物スタイルや５Ｒ

の徹底を図ります。 

 

ウ 県民への啓発活動（ぐんま３Ｒ宣言等）の推進（再掲） 

県主催のイベント等においてリユース食器を積極的に活用することで、継続的に県民

への普及啓発を図ります。 

また、群馬県環境アドバイザー連絡協議会と連携しながら、ごみ減量に関する講演会

などを実施し、県民への５Ｒの定着を図ります。 

 

エ ごみの分別の徹底を図るための普及・啓発（再掲） 

ごみの分別の種類が多い市町村はごみの排出量が少ない傾向がみられるように、ごみ

の分別を徹底することはごみの減量につながるため、ごみの分別の徹底を県民に対して

普及・啓発します。県は、各市町村に対してごみの分別回収を支援し、各市町村の分別

回収の状況を県民に県ホームページで情報提供します。 

 

オ 尾瀬ごみ持ち帰り運動（再掲） 

尾瀬をモデル地区として、ごみ持ち帰りの呼びかけを行い環境保全に関する啓発を進

めます。 
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5 目標 

本県が掲げる「ぐんま５つのゼロ宣言」の宣言４、プラスチックごみ「ゼロ」を踏まえ、実

態把握調査を継続し、環境中のごみの削減に関する指標を設定することを目指すとともに、

2050年には、環境中に排出されるプラスチックごみをなくし、本県から海洋へ流出するごみ

を削減することを目標とします。 

また、数値目標の一覧を表 3-1に示します。なお、数値目標については、環境基本計画 2021-

2030第 5章第 2節「持続可能な循環型社会づくり」において設定されている数値目標と同一

とすることを基本としつつ、各事業に目標が設定されている場合、当該目標を数値目標とし

ます。 

表 3-1 数値目標 

指標 
 

単位 
 

現状 目標 

年度 数値 年度 数値 

<発生抑制対策>（1）プラスチックごみの削減 

<発生抑制対策>（2）5Rの普及啓発、県民活動等の推進、リサイクルの推進 

<発生抑制対策>（3）廃棄物の発生抑制、資源循環の推進に向けた市町村との連携 

県民一人一日当たりのごみの排出量 g/人・日 H30 986 R12 805以下 

県民一人一日当たりの家庭系ごみの排出量 g/人・日 H30 640 R12 404以下 

一般廃棄物の再生利用率 ％ H30 15.2 R12 27以上 

一般廃棄物の最終処分量 千t H30 70 R12 56以下 

産業廃棄物の排出量 千t H29 3,697 R12 3,768以下 

産業廃棄物の再生利用率 % H29 52 R12 56以上 

産業廃棄物の最終処分量 千t H29 118 R12 85以下 

プラスチック製容器包装分別収集市町村数 市町村 R2 22 R12 35 

レジ袋辞退率 % R2 83.5 R12 100 

不法投棄早期解決率 % R元 70 R12 70 

産業廃棄物相談員による立入件数 件 R元 429 R12 430 

<環境教育>（1）海岸漂着物問題に取り組む人づくり 

動く環境教室受講者数 人/年 R元 7,411 R7 7,500 

環境アドバイザー登録者数 人 R元 280 R7 300 

ぐんま環境学校（エコカレッジ）修了者数 人/年 R元 22 R7 30 

環境教育研修講座受講者数 人/年 R元 17 R11 20 

<発生抑制対策>（1）プラスチックごみの削減 キ 尾瀬ごみ持ち帰り運動 

運動実施回数 回 R3 1 R12 1 

<発生抑制対策>（1）プラスチックごみの削減 ケ 事業者団体による環境宣言のサポート・実践 

宣言企業数 社 R2 10 R4 50 

短期目標の設定のみ 

（R12目標は未設定） 
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第4  関係者の役割分担と相互協力 

1 関係者の役割分担 

プラスチックごみの削減及び発生抑制対策の促進にあたっては、国、県、市町村及び事業

者等の総合的な協力が必要不可欠です。それぞれの役割を理解しつつ、関係者が相互に連携

してこれらの課題に取り組む必要があると考えられます（表 4-1）。 

表 4-1 関係者の役割 

主体 役割 

国 ・基本方針の策定 

・財政支援 

・技術的支援 

県 ・地域計画の策定 

・5Rの普及啓発 

・発生抑制や適正処理等に係る普及啓発 

・分別収集、処理体制の構築 

・不法投棄に対する対応 

・技術的支援 

・情報収集と発信 

・他県との連携の推進 

市町村 ・分別収集、処理体制の構築 

・不法投棄に対する対応 

・発生抑制や適正処理等に係る普及啓発 

・清掃活動への支援 

・情報取得 

事業者 ・5Rの取組 

・環境負荷の低い製品・サービスの提供 

・清掃活動への参加 

民間団体 ・5Rの取組 

・発生抑制や適正処理等に係る普及啓発 

・清掃活動の企画及び参加 

県民 ・5Rの実践 

・不法投棄の防止 

・ごみの適正な処理への協力 

・清掃活動への参加 

・環境学習への参加 
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2 流域県との連携 

プラスチックごみを含む海岸漂着物の問題は、流域圏の内陸地域と沿岸地域が一体となっ

た広範な関係主体による取組が必要です。本県は利根川流域の上流に位置する内陸県である

ことから、利根川の河口に面する沿岸県である茨城県及び千葉県と、連携・協力し海岸漂着

物等の発生抑制対策に取り組むこととします。 

プラスチックごみの削減については、各県の既存の取組を基本としつつ、レジ袋をはじめ

とするプラスチック製品や使い捨て容器等のあらゆるプラスチックごみの削減に向け、マイ

バッグやマイボトル利用の普及促進や３Ｒの啓発活動等の実施にあたって相互に連携しなが

ら取組を推進します。 

特に３Ｒの推進に関しては、各県において循環型社会の形成を目指し独自に実施している

様々な取組を踏まえつつ、既存事業の連携・協力について検討するとともに、理念や目的、

取組内容を共通化した事業の実施に努めるものとします。 

また、３Ｒや海洋ごみ問題の普及啓発にあたっては、相互に取組を周知し、啓発物資を共

有化・共同作成するなど、流域県との連携した取組が住民意識の醸成に効果的であると考え

られます。 

このほか、内陸である本県を含む流域全体として、海岸漂着物や陸、河川のごみ等に関す

る様々な課題、問題に対して相互に連携して取り組むため、各県で実施する対策の内容や取

組状況の報告、意見交換、実態把握調査の結果報告、その他資料の共有化、SNS等での情報発

信等、多岐にわたった情報共有を行うことにより相互連携を図ることとします。 
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第5  海岸漂着物対策の実施に当たって配慮すべき事項その他海岸漂着物対策の推

進に関し必要な事項 

1 対策実施上配慮すべき事項等 

(1) モニタリングの実施 

本県は、計画期間中、実態把握のための調査を行い、施策効果の検証を行うものとします。 

(2) 災害等の緊急時における対応 

災害等により河川に大量のごみが流出した場合や危険物の流出が見られる場合は、関係機

関と連携して適切に対応するものとします。 

(3) 他の計画との整合性 

地域計画の推進にあたっては、群馬県環境基本計画をはじめとする県の関連計画及び流域

都県の地域計画との整合性を図るものとします。 

(4) 地域住民、民間団体等の参画と情報提供 

対策の実施にあたっては、地域住民及び関係団体等の自発的な参画を促すため、積極的な

情報提供を行い、連携の推進に努めるものとします。 

(5) 地域計画の変更 

国の基本方針の改定や群馬県内における状況の変化等により、必要があると認める場合は、

計画内容の見直し等を行うものとします。 

 


